千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金交付要綱
　（趣旨）
第１条　市長は、千葉市心身障害者ワークホーム設置運営要綱（平成６年４月１日施行）第９条の規定に基づき、心身障害者ワークホーム（以下「ワークホーム」という。）の運営に要する経費の一部について、予算の範囲内において、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、当該ワークホームの設置運営主体に対し補助金を交付する。
　（種目、経費及び補助額）
第２条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の種目、経費及び補助額は、別表のとおりとする。
　（交付の申請）
第３条　規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、市長が定める期日までに、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金交付申請書（様式第１号）により市長に提出しなければならない。
　（交付の条件）
第４条　規則第５条の規定により附する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。
　(1) 補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画の変更をする場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。
　(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。
　(3) 補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。
　（交付決定通知）
第５条　規則第６条の規定による通知は、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によるものとする。
　　（変更交付の申請等）
第６条　第４条第１号の規定による承認を受けようとするとき、及び補助金の変更交付の申請をしようとするときは、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金変更交付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による変更交付の申請があったときは、変更の内容を調査し、補助金の変更交付を決定し、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により通知するものとする。

３　第４条第２号の規定による承認を受けようとするときは、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。

　（実績報告）
第７条　規則第１２条の規定により報告しようとするときは、補助事業の完了の日から１か月以内又は補助金交付決定に係る年度の翌年度の４月２０日までのいずれか早い日までに千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金実績報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
　（額の確定通知）
第８条　規則第１３条の規定による通知は、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金額確定通知書（様式第７号）によるものとする。
　（交付の請求）
第９条　規則第１６条第１項の規定により補助金の交付の申請をしようとするときは、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
２　規則第１６条第２項において準用する同条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金一括（分割）事前請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。
　（決定の取消通知）
第１０条　規則第１７条第３項において準用する第５条の規定による通知は、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）によるものとする。
　（返還命令）
第１１条　規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市心身障害者ワークホーム運営事業補助金返還命令書（様式第１１号）によるものとする。
　　　附則　
　この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。
　　　附則　
　この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。
　　　附則　
　この要綱は、平成元年４月１日から施行する。
　　　附則　
　この要綱は、平成２年４月１日から施行する。
　　　附則　
　この要綱は、平成３年４月１日から施行する。
　　　附則　
　この要綱は、平成４年４月１日から施行し、平成４年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則　
　この要綱は、平成５年４月１日から施行し、平成５年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則　
　この要綱は、平成６年４月１日から施行し、平成６年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則　
　この要綱は、平成７年４月１日から施行し、平成７年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則　
　この要綱は、平成８年４月１日から施行し、平成８年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則　
　この要綱は、平成９年４月１日から施行し、平成９年度分の予算に係る補助金から適用する。
      附則　
　この要綱は、平成１０年４月１日から施行し、平成１０年度分の予算に係る補助金から適用する。
      附則　
　この要綱は、平成１１年４月１日から施行し、平成１１年度分の予算に係る補助金から適用する。
      附則　
　この要綱は、平成１２年４月１日から施行し、平成１２年度分の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則

１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。

　　　附則
１　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、様式第１号、様式第１号別紙３、様式第３号、様式第５号、様式第６号、様式第８号、様式第９号に係る改正規定は、平成２６年６月１日から施行する。
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調整された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。

　　　附則

１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
　　　附則

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附則

１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

別表
	種目
	経費
	補助額

	指導員設置費及び事業費
	（指導員設置費）生活指導員及び作業指導等を行う指導員の設置に要する経費。
（事業費）ワークホームにおける軽作業等の実施に要する経費。

	当該経費の全額。ただし、（指導員設置費）については、年額２，２７５，０００円を限度とする。

（事業費）については、１月につき１５,０００円に当該月の初日において当該ワークホームに在籍する心身障害者の人数を乗じて得た額を限度とする。ただし、１月全て利用がなかった心身障害者の人数を除く。

	賃借料
	家賃
	　賃貸借契約に基づき支払うワークホームとして使用する居室等の家賃
	　当該経費の全額。ただし、１月につき１０８，０００円を限度とする。

	
	敷金等
	　既存のワークホームを移転するため、新たに居室等の賃貸借契約を締結する際に支払う敷金、礼金及び手数料
	　当該経費の全額。ただし、３２４，０００円を限度とする。

	
	更新料
	　居室等の賃貸借契約を更新する際に支払う契約更新料
	　当該経費の全額。ただし、１０８，０００円を限度とする。

	初年度整備費
	　ワークホームを開始する際に要する居室の改造費及び備品等の購入費
	　当該経費の全額。ただし、１００，０００円を限度とする。


※　指導員設置費及び事業費については、１００，０００円の範囲内で経費の配分を変更することが出来る。
